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福生市告示第149号 

 

建設工事等競争入札参加者の資格に関する告示 

 

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項及び第167条の11第２項の

規定に基づき、福生市が発注する建設工事等の請負契約（工事の請負契約、設計、測量及

び地質調査の委託契約並びに総トン数20トン以上の船舶（以下「船舶」という。）の製造及

び修繕の請負契約をいう。）の一般競争入札及び指名競争入札（以下「競争入札」とい

う。）に参加する者（中小企業等協同組合法（昭和24年法律第181号）に基づく事業協同組

合を除く。）に必要な資格並びに資格審査のインターネットを利用した申請方法は、次のと

おりとする。 

 

令和７年10月１日 

     福生市長 加 藤 育 男 

 （用語の定義） 

第１条 この告示において、次の表左欄に掲げる用語の意義は、同表中欄に掲げるところ

による。 

用語 意義 備考 

業種 福生市が発注する建設工事等

であって、別表２に定めるも

のをいう。 

 

許可 建設業法（昭和24年法律第

100号）第３条第１項の規定

に基づく建設業の許可をい

う。 

 

経審 建設業法第27条の23第１項の

規定に基づき国土交通大臣又

は都道府県知事が行う経営事

項審査をいう。 

 

競争入札参加

資格 

福生市が発注する建設工事等

の請負契約についての競争入

札に参加するための資格をい

う。 

この競争入札参加資格は申請者の施行

能力に基づき、別表２に掲げた業種ご

とに等級を定め、併せて同一等級内に

おいて順位を定める。また、等級を定

めない業種にあっては、順位のみを定

める。 

競争入札参加資格を得た者は、福生市

における建設工事等競争入札参加資格
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の有資格者として、競争入札参加資格

者名簿に登録する。 

登録申請 競争入札参加資格を得て、競

争入札参加資格者名簿に登録

されることを目的として、申

請を行うことをいう。 

 

共同運営電子

調達サービス 

東京都内の地方公共団体が相

互に協力・連携して住民サー

ビスの向上と行政の高度化・

効率化を図ることを目的とし

て共同で運営している、入札

情報・電子入札・資格審査サ

ービスからなる東京電子自治

体共同運営電子調達サービス

をいう。 

 

格付 共同運営電子調達サービスが

算出する競争入札参加資格の

等級及び順位若しくは順位の

み又はそれらを算出するため

の審査をいう。 

 

決算日 次に掲げる日をいう。 

（１） 法人 法人税法

（昭和40年法律第34号）

第13条に定める事業年度

（以下「事業年度」とい

う。）の終了の日 

（２） 個人 12月末日 

 

決算月 決算日の属する月をいう。  

決算年度 次に掲げるものをいう。 

（１） 法人 事業年度 

（２） 個人 決算日以前

１年間 

 

審査基準日 登録申請を行うに当たり、基

準として定める日付をいう。 

次の各号に掲げる者について

は、当該各号に定める日をい

う。 

登録申請は、申請日の内容によると定

めた項目を除き、この審査基準日時点

における内容で行わなければならな

い。 
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（１） 経審を必要とする

業種に登録申請する者 

申請時において有効な経

審の審査基準日（複数あ

る場合は審査基準日が直

近のもの）とする。 

（２） 経審を必要としな

い業種のみに登録申請す

る者 申請時直近の決算

手続が終了している決算

日とする。 

審査対象事業

年度 

審査基準日を含む決算年度を

いう。 

 

CORINS 一般財団法人日本建設情報総

合センターが構築した、官公

庁工事実績情報データベース

をいう。 

 

資格有効期限 登録申請を行った月の直前の

決算月の翌月から１年８か月

の末日までをいう。 

資格有効期限後、さらに継続して競争

入札参加資格の登録を希望する者は、

前回登録申請直後の決算月の翌月から

（登録申請を行った月が決算月の場合

は、登録申請を行った翌月から）資格

有効期限までに登録申請を行い承認さ

れなければならない。 

適用年月日 建設工事等競争入札参加資格

の有資格者として、競争入札

参加資格者名簿に登録された

日をいう。 

 

行政書士 行政書士法（昭和26年法律第

4号）第６条第１項の規定に

よる行政書士名簿の登録を受

けた者をいう。 

 

代理申請 行政書士が、申請者に代わっ

て、登録申請等を行うことを

いう。 

 

 （競争入札参加資格の申請） 

第２条 登録申請をしようとする者は、福生市に申請しなければならない。 
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２ 前項の規定にかかわらず、競争入札の参加者の資格のうち、第４条第１項の地方自治

法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当する者は、当該申請を

行うことができない。ただし、被補助人、被保佐人又は未成年者であって、契約締結の

ために必要な同意を得ているものは、この限りでない。 

３ 登録申請を行うことができる者は、次に掲げる者とする。 

（１） 単体企業等（個人又は法人のほか、次号に含まれない者（法人格を有するもの

に限る。）をいう。） 

（２） 事業協同組合（中小企業等協同組合法第３条第１号に定める事業協同組合（以

下「組合」という。）をいう。） 

４ 競争入札参加資格については、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める条件

を備えていなければならない。 

（１） 納税に関する条件 法人の場合は審査対象事業年度の法人税、法人事業税（特

別法人事業税を含む。以下同じ。）、消費税及び地方消費税、個人の場合は審査対象事

業年度の所得税、消費税及び地方消費税を完納していること。 

（２） 業種ごとの条件 登録申請時に、福生市と契約する営業所において業種ごとに

別表２に記載した登録申請に必要な条件等を満たし、経審必要業種に申請する場合、

雇用保険法（昭和49年法律第116号）に規定する適用事業、健康保険法（大正11年法律

第70号）及び厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）に規定する適用事業所は、社会

保険等（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険）に加入し、必要とする経審の種類の

総合評定値Ｐ点を有していること。 

５ 前項の規定にかかわらず、次の表の中欄及び右欄に掲げる業種の組合せについて

は、同時に競争入札参加資格を得ることができない。 

 業種番号、業種名 業種番号、業種名 

組合

せ 

その

１ 

07 建築工事 

29 コンクリートプレハブ 

30 鉄骨プレハブ 

08 電気工事  09 給排水衛生工

事  10 空調工事  3100 解体

工事  3101 ひき家  37 一般

塗料   38 橋りょう塗装 

組合

せ 

その

２ 

01 道路舗装工事  02 橋りょう工

事  03 河川工事  04 水道施設

工事  05 下水道施設工事  06 

一般土木工事  07 建築工事  08 

電気工事  09 給排水衛生工事  

10 空調工事 

11 建築設計 

12 土木設計 

13 設備設計 

14 測量 

15 地質調査 

 （申請方法） 

第３条 登録申請をしようとする者は、インターネットを利用して共同運営電子調達サー

ビスのサイトにアクセス（https://www.e-tokyo.lg.jp/choutatu_ppij/cmn/tmg/cmn/jsp 

/indexQ.jspへのアクセスをいう。以下同じ。）し、画面上の申請書フォームに必要事項を

入力し、申請しなければならない。 
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２ 登録申請をしようとする者（登録申請を代理する行政書士を含む。）は、事前に電子入

札コアシステム対応認証局より「ICカード電子証明書」を購入し、及び共同運営電子調

達サービスへ登録しなければならない。 

３ 申請に使用できる文字は、JIS第１水準及び第２水準とする。この場合において、申請

内容（人名、法人名等を含む。）においてこれ以外の文字を使用しているときは、申請可

能な他の漢字又はひらがなに置き換えて申請することができる。 

４ 登録申請には、次に掲げる必要書類を郵送又は電子送付により添付（必要書類が日本

語以外の言語により表記されている場合にあっては、日本語訳も添付）しなければなら

ない。 

（１） 登記簿謄本又は履歴事項全部証明書（発行日が申請日から３か月以内であるも

のに限る。） 

（２） 財務諸表（審査対象事業年度及び前審査対象事業年度の決算によるものに限

る。） 

（３） 身分証明書（発行日が申請日から３か月以内であるものに限る。） 

（４） 登記事項証明書（発行日が申請日から３か月以内であるものに限る。） 

（５） 法人事業税の納税証明書 

（６） 納税証明書その１（正本又は写し（電子送付の場合に限る。）であって、第２条

第４項第１号の納付済額を証明するものをいう。） 

５ 第１項の規定により申請し、及び承認された者については、10桁の数字により構成さ

れる受付番号を付すものとする。 

６ 前項の規定により受付番号を付された者は、共同運営電子調達サービスのサイトにア

クセスし、建設工事等競争入札参加資格審査受付票（以下「受付票」という。）を自ら印

刷し、及び適用年月日以後使用することができる。 

７ 前項の規定にかかわらず、実印、使用印若しくは代理人印が押印されていない受付票

又は裏面に印鑑証明書がちょう付されていない受付票は、無効とする。 

 （競争入札の参加者の資格） 

第４条 福生市は、地方自治法施行令第167条の４第１項の規定に該当する者を競争入札に

参加させることができない。 

２ 福生市は、競争入札に参加しようとする者（代理人、支配人その他の使用人又は入札

代理人を含む。）が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、その者について

３年以内の期間を定めて競争入札に参加させないことができる。 

（１） 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件

の品質若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。 

（２） 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格

の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合したとき。 

（３） 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

（４） 地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の２第１項の規定による監督又は検

査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。 
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（５） 正当な理由がなく契約を履行しなかったとき。 

（６） 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を

故意に虚偽の事実に基づき過大な額で行ったとき。 

（７） 前各号に掲げる事由により競争入札に参加できないこととされている者を契約

の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、競争入札に参加できない。 

（１） 参加者若しくは参加者の役員等が暴力団関係者であるとき又は暴力団関係者が

参加者の経営に実質的に関与しているとき。 

（２） 参加者若しくは参加者の役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正の利益を

図り、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団の威力若しくは暴力団関係者

を利用する等しているとき。 

（３） 参加者若しくは参加者の役員等が、暴力団若しくは暴力団関係者に対して資金

等を供給し、若しくは便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力

し、又は関与しているとき。 

（４） 参加者又は参加者の役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難される

べき関係を有しているとき。 

（５） 参加者又は参加者の役員等が、暴力団又は暴力団関係者であることを知りなが

ら、これを不当に利用する等しているとき。 

４ 競争入札参加資格の有資格者となった後に、競争入札参加資格の登録申請を行うこと

ができる条件を欠くこととなった者は、競争入札に参加できない。 

 （競争入札参加資格の審査基準） 

第５条 競争入札参加資格は、個々の申請者が申請した業種ごとに審査を行い、各業種別

に等級及び順位又は順位のみを定める。 

２ 各業種における等級区分と順位は、次の表のとおりとする。 

業種番号及び業種名 等級区分及び順位 

01 道路舗装工事  02 橋りょう工事 

03 河川工事    04 水道施設工事 

05 下水道施設工事 06 一般土木工事 

07 建築工事 

ABCDEの５等級。 

同一等級内において順位を定める。 

08 電気工事   09 給排水衛生工事 

10 空調工事 

ABCDの４等級。 

同一等級内において順位を定める。 

上記以外の業種 等級を定めず、順位のみを定める 

３ 競争入札参加資格の審査は、各業種別に次条第１項に規定する客観的審査事項及び同

条第２項に規定する主観的審査事項を用いて行う。 

４ 競争入札参加資格の等級は、次条第１項に規定する方法により算出した客観等級及び

同条第２項に規定する方法により算出した主観等級により決定する。この場合におい

て、客観等級と主観等級が一致した業種の等級はその一致した等級とし、相違したとき

はいずれか低い方を当該業種の等級とする。 
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５ 同一等級内の順位については、次条第１項に規定する方法により算出した客観点数の

高いものを上位とし順位付けを行う。この場合において、順位付けは、共同運営電子調

達サービスに登録申請を行い承認された者すべてを対象として行う。 

６ 前２項に規定する方法により等級の決定及び順位付けを行った申請者は、等級、順位

順に並べた後、等級と順位が最上位の者を１位として、等級を定めず降順に順位付けの

みを行う。 

７ 同一等級内において客観点が同じ点数となった申請者については、次の優先順位によ

り順位付けを行う。 

（１） 当該業種の完成工事（完成）高の高位順 

（２） 自己資本額の高位順 

（３） これによっても同位となる場合は、競争入札参加資格の受付番号の低位順とす

る。 

８ 主観的審査事項における最高完成工事（業務）経歴がない業種の競争入札参加資格に

ついては、無格付とし、等級順位等を与えない。 

 （客観的審査事項及び主観的審査事項） 

第６条 客観等級は、次の各号に掲げる業種の区分に応じ、当該各号に定める方法により

算出した客観点数を別表１に当てはめ、決定する。 

（１） 登録申請に経審を必要とする業種 別表２において、各業種の登録申請（経審

必要業種に申請する場合にあっては、雇用保険法に規定する適用事業、健康保険法及

び厚生年金保険法に規定する適用事業所は、社会保険等（健康保険、厚生年金保険及

び雇用保険）に加入している場合に限る。）に当たり必要としている経審の総合評定値

Ｐ点（申請に有効な審査基準日の審査結果が複数あるときは直近のものとし、該当す

る業種が複数あるときは最も高い点数のものであって、次の表に定める算出方法によ

り算出したものをいう。以下同じ。）を客観点数とする方法 

Ｐ点＝0.25×X1＋0.15×X2＋0.2×Y＋0.25×Z＋0.15×W 

Ｗ：その他社会性等による点数 

次のアからケまでに定めるW1からW9の合計した数値を別表11（10）に当てはめて

得た評点をＷとする。 

ア W１は、別表11（１）１．経審を必要とする業種により算出した数値とする。 

イ W２は、別表11（２）により算出した数値とする。 

ウ W３は、別表11（３）により算出した数値とする。 

エ W４は、別表11（４）により算出した数値とする。 

オ W５は、別表11（５）により算出した数値とする。 

カ W６は、別表11（６）により算出した数値とする。 

キ W７は、別表11（７）により算出した数値とする。 

ク W８は、別表11（８）により算出した数値とする。 

ケ W９は、別表11（９）により算出した数値とする。 
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（２） 登録申請に経審を必要としない業種 次条に規定する経審不要業種の客観点

数算出方法による点数とする方法 

２ 主観等級は、次の各号に掲げる方法により算出した主観点数を別表１に当てはめ、決

定する。 

（１） 最高完成工事（業務）経歴 次のすべての条件を満たす過去の最高完成工事

（業務）経歴を、発注者別（別表３に定めるものをいう。）に申請する方法 

ア 施行内容が登録申請を行う業種に該当するものであること。 

イ 申請者が審査基準日の属する月の末日以前７年間（業種番号02橋りょう工事、03

河川工事、19しゅんせつ埋立て、25地下鉄工事にあっては、９年間）の間に完成さ

せたものであること。 

ウ 申請者が指定地域（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨城県、栃木県又は群

馬県（山梨県又は静岡県に本店を有する者は、この両県を含む。）をいう。）内にお

いて施行し、完成させたものであること。ただし、次の表業種については、指定地

域の条件を除外する。 

指定地域内施行の条件を除外する業種（業種番号・業種名） 

11 建築設計 

14 測量 

21 潜かん 

25 地下鉄工事 

46 焼却設備 

55 送風機機械設備工事 

58 消化槽機械設備工事 

62 石綿処理 

12 土木設計 

17 船舶 

23 シールド工事 

43 水門門扉 

52 計装装置 

56 ばっ気槽散気設備工

事 

59 ガス貯留設備工事 

97 パイプライニング 

13 設備設計 

19 しゅんせつ埋立て 

24 推進工事 

45 水処理装置 

53 沈砂池・沈殿池機械設

備工事 

57 汚泥脱水設備工事 

61 水道管更生工事 

99（15） ろ過層処理 

エ 都区市町村又は他官公庁（別表３に定めるものをいう。）と契約した請負金額が

2,500万円以上となる工事を申請する場合は、各業種別に定めたCORINSの工種（別表

４に定めるものをいう。）に登録されたものであること。この場合において、登録

は、受注時登録又はしゅん工時登録のいずれかにおいて登録があればよいものとす

る。 

オ 建設共同企業体において施行した工事経歴により申請を行う場合は、請負金額に

当該共同企業体の出資割合による比率を乗じた金額とすること。 

カ １件の最高完成工事（業務）経歴については、複数の業種の最高完成工事（業

務）経歴として申請していないこと。ただし、次の表の左欄の業種に申請したもの

を右欄の業種の最高完成工事（業務）経歴として申請する場合及びキに該当する場

合を除く。 

業種番号及び業種名 業種番号及び業種名 

23 シールド工事 

24 推進工事 

04 水道施設工事  05 下水道施設工事 

25 地下鉄工事 
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キ 複数の業種で構成された施行案件を最高完成工事（業務）経歴として申請を行う

場合は、当該施行案件の全体の請負金額の中で、申請する業種を施行した部分のみ

の金額により、当該業種の施行部分についての請負金額を明らかにする積算内訳書

等を提示できるようにした上で、申請を行うこと。この場合において、当該業種の

施行金額が全体の50％（業種番号07の建築工事においては70％）を超えている場合

は、当該施行案件を一つの業種の最高完成工事（業務）経歴として申請することを

条件に、請負金額全額を最高完成工事（業務）経歴の金額として申請を行うことが

できる。 

ク 単価契約等により、一定期間に同様の工事等を複数回にわたり施行した工事（業

務）経歴により申請を行う場合、１回当たりの施行における最高金額により申請

（期間満了後の総支払金額を請負金額として申請を含む。）をしないこと。 

（２） 主観点数 前号に掲げる方法により発注者区分別に申請した当該業種の最高完

成工事（業務）経歴のうち、最も高額な金額（発注者区分が民間であるものにあって

は、請負金額に２分の１を乗じた金額）を当該業種の主観点数とする方法 

（３） 主観点数加算率 次の表の条件に該当する場合については、各条件別に記載し

た加算率により主観点数の加算を行う方法。この場合において、複数の条件に該当し

た場合の主観点への加算は、加算率を合計して行う。 

主観点数加算条件 加算率 

条件

１ 

申請者が中小企業基本法（昭和38年法律第154号）で規定する中小

企業であり、かつ本店が東京都内にある場合（業種番号01道路舗装

工事から業種番号10空調工事までの業種のみ適用） 

20％ 

条件

２ 

ISO（国際標準化機構）9000シリーズの9001の認証取得を得ている

者で、認証取得後更新をしていない者（条件3に該当しない者） 

３％ 

条件

３ 

ISO（国際標準化機構）9000シリーズの9001の認証取得を得た後、

３年以上登録を継続し、１回以上の更新を行い、現在も登録をして

いる者 

５％ 

条件

４ 

ISO（国際標準化機構）14000シリーズの14001、（一財）持続性推進

機構認証のエコアクション21、（一社）エコステージ協会認証のエ

コステージ（ステージ２以上の認証）、特定非営利活動法人ＫＥＳ

環境機構認証のＫＥＳ・環境マネジメントシステム・スタンダード

（ステップ２以上の認証）の認証取得を得ている者で、認証取得後

更新をしていない者（条件５に該当しない者） 

３％ 

条件

５ 

ISO（国際標準化機構）14000シリーズの14001、（一財）持続性推進

機構認証のエコアクション21、（一社）エコステージ協会認証のエ

コステージ（ステージ２以上の認証）、特定非営利活動法人ＫＥＳ

環境機構認証のＫＥＳ・環境マネジメントシステム・スタンダード

（ステップ２以上の認証）の認証取得を得た後、３年以上登録を継

続し、１回以上の更新を行い、現在も登録をしている者 

５％ 
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備考１ 条件１の中小企業の条件は、中小企業基本法第２条第１項第１号に定める基

準とする。 

備考２ ISO（国際標準化機構）14000シリーズの14001、（一財）持続性推進機構認証

のエコアクション21、（一社）エコステージ協会認証のエコステージ（ステージ２以

上の認証）、特定非営利活動法人ＫＥＳ環境機構認証のＫＥＳ・環境マネジメントシ

ステム・スタンダード（ステップ２以上の認証）の重複取得による加算率の合計は

行わない。 

備考３ 条件２から５までのISOについては、公益財団法人日本適合性認定協会（以下

「JAB」という。）又はJABと相互認証している認定機関が認定した審査登録機関の認

証を、福生市と契約する営業所等において取得している場合とする。また、エコア

クション21、エコステージ、ＫＥＳ・環境マネジメントシステム・スタンダードの

各規格については、次の表に掲げるとおりとする。 

エコアクション21 （一財）持続性推進機構の認証を取得していること。 

エコステージ （一社）エコステージ協会第三者評価委員会によるエコス

テージステージ２以上の認証を取得していること。 

ＫＥＳ・環境マネジ

メントシステム・ス

タンダード 

特定非営利活動法人ＫＥＳ環境機構又は特定非営利活動法

人ＫＥＳ環境機構と相互認証している審査登録機関による

ステップ２以上の認証を取得していること。 

 （経審不要業種の客観点数の算出方法） 

第７条 登録申請を行い承認された業種のうち、経審を必要としない業種に関する客観点

数は、次の表のとおり算出する。 

客観点数＝0.25×X1＋0.15×X2＋0.2×Y＋0.25×Z＋0.15×W 

（１） 完成工事（完成）高による点数（X１） 当該業種の完成工事（完成）高の金

額（審査対象事業年度を含む2年平均又は3年平均を選択）を、別表5にあてはめて得

た評点をX1とする。 

（２） 自己資本額及び平均利益額による点数（X２） 次のX21とX22の点数を別表8

に当てはめて得た評点をX2とする。 

ア 自己資本額点数（X21） 審査対象事業年度の自己資本の額（純資産合計の額）

又は審査対象事業年度と前審査対象事業年度の平均自己資本額（２年平均）を、

別表６にあてはめて得た評点をX21とする。 

イ 平均利益額点数（X22） 審査対象事業年度と前審査対象事業年度の、利払前税

引前償却前利益（営業利益＋減価償却実施額）の2年平均の額を別表7にあてはめ

て得た評点をX22とする。 

（３） 納税額による点数（Ｙ） 審査対象事業年度の法人税又は所得税の納税済額

を、別表９にあてはめて得た評点をＹとする。 

（４） 技術職員数及び元請完成工事（完成）高による点数（Ｚ） 次のZ1の点数に

５分の４を乗じたものとZ2の点数に５分の１を乗じたものの合計した数値をＺとす

る。 
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ア 技術職員数点数（Z1） 登録申請を行った業種に従事する技術職員（直接的か

つ恒常的に雇用している者をいう。以下同じ。）の人数を次の数式に入れて計算し

た技術職員数値を、別表10（１）に当てはめて得た評点をZ１とする。 

「技術職員数値＝１級監理受講者数×６＋１級技術者数×５＋基幹技能者数×３＋

２級技術者数×２＋その他技術者数×１」 

※申請業種「船舶」及び「ろ過層処理」については、当該業種に従事する技術職員

の人数に５を乗じた数値を技術職員数値とする。 

※１人の職員につき技術職員として申請できるのは２業種までとする。 

※１級監理受講者とは、１級技術者であって、かつ、監理技術者資格者証の交付を

受けているもの（ただし、直前５年以内に講習を受講したものに限る）。 

※基幹技能者は、登録基幹技能者講習を修了したもの。 

イ 年間平均元請完成工事（完成）高点数（Z２） 当該業種の審査対象事業年度を

含む２年又は３年の年間平均元請完成工事（完成）高の金額を、別表10（２）に

あてはめて得た評点をZ２とする。 

※審査対象事業年度を含む２年平均又は３年平均の選択については、X１（完成工事

高）の方法と同一でなければならない。 

（５） その他社会性等による点数（Ｗ） 次のW1からW4までの合計した数値を別表

11（５）に当てはめて得た評点をＷとする。 

ア W1は、別表11（１）２．経審を必要としない業種により算出した数値とする。 

イ W2は、別表11（２）により算出した数値とする。 

ウ W3は、別表11（３）により算出した数値とする。 

エ W4は、別表11（４）により算出した数値とする。 

 （変更申請に伴う主観点数の再審査） 

第８条 ISO14000シリーズの14001、エコアクション21、エコステージ又はKES・環境マネ

ジメントシステム・スタンダード及びISO9000シリーズの9001（以下「ISO関連」とい

う。）に関する変更申請があった場合は、第６条第２項第３号に掲げる主観点数加算率に

よる主観点数の再審査を行う。この場合において、業種番号01道路舗装工事から業種番

号10空調工事までの業種については、資本金又は本店所在地に関する変更申請があった

場合も、主観点数の再審査を行う。 

 （申請内容を証明する書類） 

第９条 登録申請者は、申請後に福生市から申請内容が事実であることを証明する書面の

提示を求められたときは、これを提示し、又は提出しなければならない。 

 （競争入札参加資格の審査結果の確認、変更等） 

第10条 競争入札参加資格の審査結果は、審査が終了次第、登録申請者が共同運営電子調

達サービスにて確認を行う。 

２ 競争入札参加資格の有資格者は、次に掲げる場合は直ちに、競争入札参加資格の取消

申請をしなければならない。 
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（１） 資格有効期限内に、地方自治法施行令第167条の４第１項の規定に該当すること

となったとき。 

（２） この告示による競争入札参加資格を有する者が、資格有効期限内に各業種に登

録申請を行うために必要な条件を満たさない状態となったとき。 

３ 前項の規定にかかわらず、競争入札参加資格の有資格者は、当該有資格者の事情によ

り、その資格の全部又は登録業種の一部を取り消すことができる。 

４ 申請内容のうち、次の内容に変更があったときは、共同運営電子調達サービスのサイ

トにアクセスし、所定の手続により速やかに当該内容の変更を申請しなければならな

い。 

（１） 建設業許可番号 

（２） 商号又は名称 

（３） 代表者 

（４） 本店所在地 

（５） 登記上の本店所在地 

（６） 使用印の登録有無 

（７） 代理人 

（８） 資本金 

（９） 担当者 

（10） ISO関連 

（11） 実印、代理人印、使用印 

５ 前項各号に掲げる内容以外の変更（合併、分割又は事業譲渡により企業再編を行った

場合を除く。）については、既に登録している資格を取り消し、あらたに登録申請を行わ

なければならない。 

６ 登録業種の追加については、次期の登録申請を行うまでの期間中に行うことはできな

い。 

７ 申請に虚偽の入力又は添付書類に虚偽の記載をしたことが判明した者については、競

争入札参加資格を与えない。この場合において、競争入札参加資格の有資格者となった

後、虚偽の申請をしたことが判明した者については、福生市が定める期間、競争入札へ

の参加はできない。 

 （代理申請） 

第11条 行政書士による行政書士登録については、次の表のとおりとする。 

行政書士の

登録方法 

代理申請をしようとする行政書士は、事前にセコムトラストシステムズ

株式会社が発行する「行政書士用電子証明書」を購入の上、インターネ

ットを利用して共同運営電子調達サービスのサイトにアクセスし、電子

証明書その他の必要事項を共同運営電子調達サービスに登録しなければ

ならない。 

登録に使用

できる文字 

行政書士の登録に使用できる文字は、JIS第1水準及び第2水準とする。

この場合において、登録内容（人名、法人名等を含む。）においてこれ
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以外の文字を使用しているときは、登録可能な他の漢字又はひらがなに

置き換えて登録を行うこと。 

シリアル番

号 

行政書士の登録を行った者については、８桁の数字により構成されるシ

リアル番号を付す。 

登録の取消

し 

行政書士の登録は、行政書士の事情により、いつでもその登録を取り消

すことができる。ただし、行政書士法第7条第1項の規定に該当すること

となった場合は、直ちに登録の取消しをしなければならない。 

変更登録 行政書士の登録内容のうち、次に掲げる内容に変更があったときは、共

同運営電子調達サービスのサイトにアクセスし、所定の手続により速や

かに該当内容の変更を登録しなければならない。 

（１） 行政書士名 

（２） 行政書士登録番号 

（３） 商号又は名称 

（４） 事務所所在地 

（５） 電子メールアドレス 

（６） 電話番号 

２ 代理申請（代理申請の設定を解除する場合を含む。）を依頼する申請者は、共同運営電

子調達サービスのサイトにアクセスし、所定の手続により代理申請の設定をしなければ

ならない。この場合において、行政書士による行政書士登録の取消しがあったときは、

当該行政書士にかかる代理申請の設定は解除されるものとする。 

３ 行政書士による代理申請は、登録申請の手続については第３条の例により、取消申請

及び変更申請に関する手続については第10条の例による。 

４前項の規定にかかわらず、行政書士が使用する電子証明書は、第１項の表の定めによる

ものとする。 

 （公開等） 

第12条 競争入札参加資格者名簿については、共同運営電子調達サービスにおいて、適用

年月日から公開するものとする。 

２ 各申請者から申請された内容については、その全部又は一部を公表することができ

る。 

３ 各申請者から申請された内容及び審査結果については、契約事務に必要な範囲で他の

地方公共団体等に情報を提供することができる。 


